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2 Bp- 2　　　　　支出弾力性にみる若年－の消mスタイルに関する一考察

　　　　　　　　鳴門教育大院　○漬田久美子　　　鳴門教育大　藤原康晴

〈目的＞現代の若年層は、高度成長時代以降に生まれ、物質面での豊かさを享受し、自己

実現のためのライフスタイルを確立しようとしている。このような若年層の動向を消費生

活面から実態として明ちかにするために、本研究では支出弾力性を一指標として利用し、

普通世帯との比較から分析を行うこととした。

＜資料と方法＞資料は、総務庁統計局編集の「全国消費実態調査報告」（昭和u年から平

成元年まで）を用い、対象世帯として二人以上の普通世帯および30歳未満男女単身者世帯

を取り上げた。分析方法は、全国消費実態調査報告に準じて、10大費目分類別構成比と支

出弾力性を算出し、時系列変化を中心に比較検討した。支出弾力性は、消費支出と各項目

の支出額の間が直線であると仮定し、各収入階層の調整集計世帯数をウェイトとして最小

二乗法から直線回帰式を求め弾力性係数を算出した。

＜結果＞普通世帯と比較して若年層の世帯では、10大費目分類別構成比の推移において変

化が認められ、特に教養娯楽費の割合が大きくなっている。これらを支出弾力性からみる

と、普通世帯において「選択的消費支出」である費目が若年層では「生活必需的消費支出」

であるという傾向にある。特に、若年単身女性世帯での被服及び履物費は、他の世帯が

　「選択的」傾向を強めているにも関わらず、この世帯では「選択的消費支出」であるとは

いえない結果を得た。これは、若年の単身女性世帯では収入の多少に関係なく、被服に関

する購買が積極的に行われているという実態を示しているものと考えられる。

2Bp-3 家計内の所得配分について～生涯家計の一事例研究から～

お茶の水女子大家政　　中川英子

目的　家計がどのように所得の配分をおこなっているか、長期家計^消費支出について

　　　家族への配分を中心に明らかにし、その要因を考察する。

方法　昭和42年から61年までの２０年間（家族周期it創設期から教育期半ばにあた

　　　る｝の家計記録を資料とした。資料の集計にあたり総務庁家計調査（昭和60年）

　　　の品目分類を基準にｺｰﾄﾞｲtし、それに誰のための消費支出であるかによって使用

　　　者別コードを加えた。

結果　家族の共用部分!ま創設期に83.8％と非常に高いが、第1子誕生以降の４年間は、

　　　69.7％、第２子以降の5年間は61.4％、第３子以降前半5年間は61.2％、後半の５

　　　年間は56.2％と漸減してはいるものの、いずれも５割以上で安定的である。

　　　子どもたちへの支出は教育費を中心に各期1.％、3.5％、8,1％、11％、15.9％と漸

　　　増している。夫は各期14.1％、22.9％、27.3％、25.2％、21.4％と倉敷期力沙な目

　　　であるが、その後は2割以上で安定的である。対象的に妻への支出は1.1％、4％、

　　　4％、3.6％、5.5％となり、時間や所得、その他土地・家屋のローンの固定的支出

　　　からの解放により流動的であることが明らかとなった。　　　　　　　　以ト
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